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１ 目的   
  本業務仕様書は、薩摩川内市（以下「本市」という。）が、「薩摩川内市上下水道・温泉事

業窓口等関連業務」（以下「本業務」という。）を実施するに当たり、本業務を委託する民間

事業者（以下「事業者」という。）に求める業務の内容及び水準等を示すものである。 
 
２ 用語の定義 

⑴ 上下水道・温泉事業等 
水道事業、簡易水道事業、下水道事業（公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

農業集落排水事業、漁業集落排水事業、浄化槽事業）、地域下水処理事業、温泉給湯事業、

小型合併処理浄化槽設置整備事業に関する事業をいう。 
⑵ 料金等 

上下水道・温泉事業等の利用者が支払う必要がある料金及び使用料並びに手数料をいう。 
⑶ 負担金等 

   上下水道・温泉事業等において、受益者が負担すべき負担金又は分担金をいう。 
⑷ 水道メーター等 

水道メーター、温泉メーター及び井戸メーターをいう。 
 ⑸ 本土区域 
   水道事業、下水道事業（公共下水道事業及び里処理区を除く農業集落排水事業に限る。）、

地域下水処理事業（永利処理区に限る。）、小型合併処理浄化槽設置整備事業（甑島区域を

除く。）及び温泉給湯事業を実施している区域をいう。 
 
３ 業務概要 

⑴ 業務の目的 
本業務は、上下水道・温泉事業等の申込・開閉栓の問い合わせ等の受付業務、検針・調

定・収納業務・滞納整理業務及び新規工事申込業務等を包括的に委託し、お客さまサービ

ス、業務品質及び収納率の向上等更なる効率的運営を図ることを目的とする。 
⑵ 業務の履行区域 

本市全域。ただし、甑島区域は、収納業務及び滞納整理業務の一部に限る。 
⑶ 委託期間等 

本業務の委託期間は、契約締結の日から令和１３年３月３１日までとする。ただし、契

約締結の日から令和８年３月３１日までは、本業務を履行するための準備期間（以下「準

備期間」という。）とし、本業務を開始する日は令和８年４月１日とする。なお、準備期間

におけるスケジュール、業務管理方法等については、本市と事業者と協議の上、契約に定

める。 
⑷ 遵守すべき関係法令等 

① 水道法 
② 下水道法 
③ 浄化槽法 
④ 地方自治法 
⑤ 地方公営企業法 
⑥ 薩摩川内市水道事業の設置等に関する条例 
⑦ 薩摩川内市水道事業給水条例 
⑧ 薩摩川内市簡易水道事業の設置等に関する条例 
⑨ 薩摩川内市簡易水道事業条例 
⑩ 薩摩川内市温泉給湯管理条例 



2 
 

⑪ 薩摩川内市下水道事業の設置等に関する条例 
⑫ 薩摩川内市公共下水道条例 
⑬ 薩摩川内市農業集落排水処理施設条例 
⑭ 薩摩川内市漁業集落排水処理施設条例 
⑮ 薩摩川内市上甑地域戸別合併処理浄化槽条例   
⑯ 薩摩川内市地域下水処理施設条例 
⑰ 薩摩川内市公共下水道事業川内地区受益者負担金徴収条例 
⑱ 薩摩川内市農業集落排水事業分担金徴収条例 
⑲ 薩摩川内市排水設備改造資金貸付条例 
⑳ 薩摩川内市個人情報保護法施行条例 
㉑ 薩摩川内市財務規則 
㉒ 薩摩川内市水道事業会計規程 
㉓ 薩摩川内市簡易水道事業の財務に関する特例を定める規則 
㉔ 薩摩川内市下水道事業の財務に関する特例を定める規則 
㉕ その他本業務に関連する関係法令等 

⑸ 委託範囲 
  ① 料金等及び負担金等に関する窓口業務 

② 検針業務 
③ 開閉栓業務 
④ 調定に係る資料作成業務 
⑤ 収納業務 
⑥ 滞納整理業務 
⑦ 検定満期メーター交換情報管理及びメーター在庫管理業務 
⑧ 水道給水・温泉給湯施設に関する窓口業務 
⑨ 給水装置工事申請の受付業務 
⑩ 温泉受給装置工事申請の受付業務 

⑪ 給水装置工事申請に伴う占用協議書の受付業務 

⑫ 指定給水装置工事事業者の申請受付業務 

⑬ 下水道事業（本土区域）及び地域下水処理事業に関する窓口業務 

⑭ 排水設備等工事計画（変更）確認申請等に関する業務 

⑮ 排水設備指定工事店・排水設備工事責任技術者に関する業務 

⑯ 公共下水道等接続補助金申請に関する業務 

⑰ 区域外接続等に関する業務 

⑱ 下水道接続の推進に関する業務 

⑲ 浄化槽設置届出書・浄化槽審査書に関する業務 

⑳ 小型合併処理浄化槽設置整備事業補助金申請に関する業務 

㉑ その他上記に関連する業務 

 

４ 前提条件 
前提条件とは、本業務について、本市があらかじめ定める事項及び実施する行為等である。 

⑴ 経費の負担 
本業務のうち、事業者及び本市が負担する経費は別紙１のとおりとする。また、貸与品

については別紙２のとおりとする。記載以外に必要なものがある場合は、協議の上、決定

するものとする。 
⑵ 電算システム 
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本業務の履行に必要な上下水道・温泉料金に係る上下水道料金システムについては、本

市所有のシステムを使用するものとし、ＯＡ機器等の取扱いに習熟した者の配置の下で適

正な管理を行うものとする。 
⑶ 本業務の業務日程 

本業務日程は、別紙３の①、②及び③とおりとする。 
⑷ 本業務の予定件数等 

本業務の予定件数は、別紙４の①及び②とおりとし、大きな変動はないものとする。 
⑸ 業務時間 

① 事務所の営業時間は、「薩摩川内市の休日を定める条例」及び「薩摩川内市の執務時間

を定める規則」によるものとする。（現行は、土日祝及び年末年始を除く午前８時３０

分から午後５時１５分まで） 
② 事業者は、業務日程表に記載してある停水処分を行った日の解除処理については、午

後８時まで対応すること。 

③ 事業者は、事務所の営業時間外であっても必要な業務については柔軟に対応するもの

とする。 

⑹ 実施体制 
事業者は、自己の責任において、常駐の責任者（以下「業務責任者」という。）を配置し、

本業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を確保しなければならない。この場合、

事業者が業務の一部を第三者に再委託する場合は、本市の承諾を受けることとする。 
   なお、増員及び欠員の補充については、事業者において募集し、採用するものとする。 

① 事業者は、本業務全体を監督・指導する立場にあり、常時本業務に対応する者を業務

責任者として配置するものとする。なお、業務責任者及び業務従事者として配置する人

数は１５名程度を想定している。 
② 事業者は、業務責任者及び業務従事者を雇用する場合は、本市在住の市民を積極的に

採用することに努めるものとする。 
③ 事業者は、本業務の実施に当たり前号に規定する業務責任者及び業務従事者の名簿を

作成し、本業務開始１ヶ月前までに本市へ提出しなければならない。 
    また、本業務開始後、業務責任者及び業務従事者の採用、異動及び退職等があった場

合は速やかに本市に届け出なければならない。 
    なお、配置する業務責任者又は業務従事者に必要な国家資格等は次のとおりであり、

各業務に応じた有資格者を配置すること。なお、１人の有資格者が複数の業務を兼務す

ることを認めることとする。 
    ・給水装置工事申請受付業務：給水装置工事主任技術者 
    ・排水設備等工事計画（変更）確認申請に関する業務：下水道排水設備工事責任技術 
     者 
    ・小型合併処理浄化槽設置整備補助金の申請受付に関する業務：浄化槽管理士又は浄 

化槽設備士 
⑺ 情報セキュリティ 

事業者は、本市から提供されたシステムのデータ及び業務遂行により新たに登録された

データを外部に漏らしてはならない。また、電子計算機器類に外部から侵入されないよう

万全の体制を整えなければならない。 
⑻ 個人情報の保護 

事業者は、業務のため個人情報を取り扱う場合は、薩摩川内市個人情報保護法施行条例

（令和４年条例第３１号）の規定を遵守し、契約に定める個人情報の保護条項に基づき、

個人情報の保護に努めなければならない。 
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⑼ 災害時における協力 
   災害発生時には、事業者は本市の指示に従い、給水活動等に協力するものとする。 
 
５ 業務委託内容 
  業務の実施に当たっては、以下の業務内容を十分理解し、適切な実施体制でこれに臨むこ

ととし、その具体的手法は事業者が自らの知識・経験・技術を最大限活用した提案によるも

のとする。 
また、上下水道・温泉事業等の公益性を認識し、地域住民等に対する適切な配慮を行うこ

ととする。 
なお、業務責任者及び業務従事者の行為により、委託内容に事務上の誤りが発生した場合、

及び上下水道・温泉事業等の使用者、所有者及びその代理人等の苦情が発生した場合は、事

業者の責任において対応しなければならない。 
⑴ 料金等及び負担金等に関する窓口業務 

日々発生する業務については速やかに対応し、その後の事務処理については当日中に完

結させること。 
① 料金等、負担金等の収納及び出納取扱金融機関等への払込 
② 水道局来庁者及び電話への対応（ファックス及びメール受付を含む。） 
③ 市役所本庁来庁者に対する料金等、負担金等の電話による対応（納付書発行等） 
④ 新設、開栓、閉栓、廃止、下水道使用開始及び異動等の情報の上下水道料金システム

への入力（甑島区域の上下水道料金システムの入力業務の補助含む） 
⑤ 休日等における開栓委託業者との業務連携 
⑥ 納付証明書の作成及び送付 
⑦ その他必要な業務 

⑵ 検針業務 
水道メーター等の検針（以下「検針」という。）については、地区ごとに偶数月・奇数月

の指定があり、毎月１日から８日までを検針期間とし、再検針は、毎月１４日までに実施

することとする。 
① 検針、「使用水量のお知らせ」（以下「検針票」という。）等の交付及び市民対応 
② 上下水道料金システム及びハンディーターミナルの検針情報の処理 
③ 異常水量等に伴う再検針及び調査 
④ 検針についての問い合わせ対応 
⑤ お知らせ等の配付 
⑥ 検針票の郵送 
⑦ 使用継続確認通知書の発送（長期使用水量０㎥者に対する調査） 
⑧ 検針順路の更新 
⑨ その他必要な業務 

⑶ 開閉栓業務 
① 開栓等申請書による止水栓の開栓及び検針 
② 閉栓精算申請書による止水栓の閉栓及び検針 
③ 閉栓時の精算料金の収納及び出納取扱金融機関等への払込み 
④ 開栓に係る水道メーター等の取付、開栓及び廃止に係る水道メーター等の撤去並びに

異常水道メーターの取替（φ２５㎜以下のものに限る） 
⑤ 一次側漏水及び止水栓不良時の現地調査補助 
⑥ その他必要な業務 

⑷ 調定に係る資料作成業務  
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① 調定収入額月報及び還付金処理月報の作成（業務日程表のとおりとする。） 
② メーター異常及びその他不明水量の調査並びに資料作成（本市の決裁後速やかに上下

水道料金システムへの入力を行うこと。） 
③ 調定更正、追加調定及び還付調定に係る資料作成（本市の決裁後速やかに上下水道料

金システムへの入力を行うこと。） 
④ その他必要な業務 

⑸ 収納業務 
収納業務の対象は、本市の上下水道・温泉事業等のすべての料金等及び負担金等とする。 

① 収納消込処理及び収納日計表作成（収納消込処理については日々行うこととし、口座

振替による収納消込処理については業務日程表のとおりとする。）。ただし、口座振替

によるものについては企業会計〔水道事業、簡易水道事業、下水道事業（公共下水道事

業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、浄化槽事業）〕

のみとする。 
② 過誤納の料金等、負担金等の還付充当（甑島区域の入力補助含む） 
③ 月次、年次決算処理及び資料作成（本市が指定する日までに提出すること。） 
④ 納入通知書の作成及び送付 
⑤ 口座振替の各届出書の確認及び入力（口座継続含む） 
⑥ 口座振替処理（業務日程表のとおりとする。） 
⑦ 口座振替不能通知作成及び送付 
⑧ 口座振替の推進（本土区域のみ） 
⑨ 料金等の集金による収納及び出納取扱金融機関等への払込（本土区域のみとし、本市

が指示する使用者） 
⑩ 給水負担金及び下水道分担金の給水負担金システムへの入力 
⑪ その他必要な業務 

⑹ 滞納整理業務 
本市の上下水道・温泉事業等の料金等及び負担金等が未納となっている使用者等に対し、

関係法令に基づき納入を促し、収納に努めるものとする。ただし、甑島区域については、

次に掲げる②のみの業務とする。 
  ① 精算料金を含む未納の料金等及び負担金等の収納並びに出納取扱金融機関等への払込 

② 督促状の作成及び送付 
③ 滞納整理の記録（料金等及び負担金等の２種類） 
④ 納付相談、納付誓約書の授受及び誓約に伴う納付管理 
⑤ 停水予告通知の作成及び送付 
⑥ 停水処分実施通知の作成及び配付 
⑦ 停水処分伺書、停水処分通知書の作成及び配付 
⑧ 給水停止台帳の作成 
⑨ 給水停止の閉栓作業及び解除処理 
⑩ 上下水道料金システムへの給水停止情報の入力   

⑪ 給水停止の一時解除処理 
⑫ 停水執行後の確認及び訪問 
⑬ その他必要な業務 

⑺ 検定満期メーター交換情報管理及びメーター在庫管理業務 

① 検定満期一覧表等出力（毎年４月） 
② メーター交換の資料作成及び取替委託業者との調整 
③ 交換対象者への案内ハガキの作成及び発送 
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④ 取付け又は取外したメーター情報の上下水道料金システムへの入力及び確認 
⑤ メーター在庫の管理 
⑥ 検定満期井戸メーターのデータ抽出及び交換入力 
⑦ 井戸メーター交換取替業者との調整 
⑧ その他必要な業務 

⑻ 水道給水・温泉給湯施設に関する窓口業務 
① 給水・温泉給湯に関する問い合わせ対応 
② 給水・温泉受給装置工事申請に関する問い合わせ対応 
③ 給水・温泉受給装置工事申請に伴う占用協議に関する問い合わせ対応 
④ 指定給水装置工事事業者の指定申請受付に関する問い合わせ対応 
⑤ 漏水、漏湯減免の上下水道料金システム入力処理 
⑥ その他必要な業務 

⑼ 給水装置工事申請の受付業務 
① 給水装置工事申請事前審査 
② 給水負担金、手数料等の納入通知書の作成 
③ 給水工事台帳作成 
④ 給水負担金、手数料等の徴収簿作成及び消込み処理 
⑤ 給水工事取出及び竣工検査受付準備業務 
⑥ 給水負担金、手数料等の入金確認処理 
⑦ 竣工検査結果の給水工事台帳作成 
⑧ 新規給水申込書の上下水道料金システム入力処理 
⑨ 新規メータの出庫管理 
⑩ 工事用水料金精算業務 

⑪ 申請台帳管理業務 

⑫ その他必要な業務 
⑽ 温泉受給装置工事申請の受付業務 

① 温泉受給装置工事申請事前審査 
② 負担金の納入通知書の送付 
③ 負担金納入確認（工事着手前・工事完成後） 
④ 竣工検査準備業務 
⑤ 申請台帳管理業務 

⑥ 新規温泉受給装置使用開始届に伴う上下水道料金システムの入力処理 

⑾ 給水装置工事申請に伴う占用協議書の受付業務 
（給水装置工事申請及び温泉受給装置申請に伴う占用申請が必要な場合の業務） 

① 占用申請書類事前審査 
② 占用台帳作成 
③ 占用許可書 収受 
④ 申請書・許可書の原本の保管（指定ファイル） 
⑤ 申請者への連絡及び取り次ぎ 
⑥ その他必要な業務 

⑿ 指定給水装置工事事業者の申請受付業務 
（新規、変更、更新、給水装置工事主任技術者選任・解任届を含む） 

① 申請書類事前審査 
② その他必要な業務 

⒀ 下水道事業（本土区域）及び地域下水処理事業に関する窓口業務 
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① 水道局来庁者及び電話対応（ファックスによる問い合わせ対応を含む。） 
② 排水設備等工事計画（変更）確認申請の受付、問い合わせ対応 
③ 合併処理浄化槽設置可能地域に関する問い合わせ対応 
④ 浄化槽設置届出書・浄化槽審査書、小型合併処理浄化槽設置整備補助金申請及び公共

下水道等接続補助金申請の受付、問い合わせ対応             
⑤ 排水設備指定工事店及び排水設備工事責任技術者に関する問い合わせ対応 
⑥ 下水道区域内外における下水道施設への接続に関する問い合わせ対応 
⑦ 排除汚水減量申告の受付、お知らせ作成、発送及び問い合わせ対応 
⑧ その他必要な業務 

⒁ 排水設備等工事計画（変更）確認申請等に関する業務 
① 排水設備等工事計画確認申請書類の受付及び事前審査 
② 許可証（案）の作成及び許可証と検査済証の発行 
③ 排水設備完了検査に係る準備及び検査支援 
④ 排水設備完了届の受付 
⑤ 申請から検査後の記録等の管理パソコンへの入力 
⑥ 上下水道料金システムの入力処理 
⑦ 下水道受付台帳用書類整理事務 

⑧ 排水設備指定工事店への技術指導等 

⑨ 負担金等に関する事務（納入通知書・決定通知書の作成） 

⑩ その他必要な業務 

⒂ 排水設備指定工事店・排水設備工事責任技術者に関する業務 

① 排水設備指定工事店の新規・更新申請書の受付 
② 新規・更新時の技術者証・指定店証に関する事務  
③ 鹿児島県下水道協会が実施する下水道排水設備工事責任技術者試験及び下水道排水設

備工事責任技術者更新講習に関する事務 
④ その他必要な業務 

⒃ 公共下水道等接続補助金申請に関する業務 

① 公共下水道等接続補助金申請の受付及び事前審査 

② 実績報告書の受付及び事前審査 

③ その他必要な業務 

⒄ 区域外接続等に関する業務 

① 申請書の受付、事前審査（受益者負担金賦課状況の確認） 
② その他必要な業務 

⒅ 下水道接続の推進に関する業務 

① 戸別訪問の支援 
② その他必要な業務 

⒆ 浄化槽設置届出書・浄化槽審査書に関する業務 

① 浄化槽設置届出書・浄化槽審査書の受付及び書類審査 
② 浄化槽設置届市町村経由確認書の受理 
③ 浄化槽審査書の事務連絡票の発行 
④ その他必要な業務 

⒇ 小型合併処理浄化槽設置整備事業補助金申請に関する業務 
① 浄化槽補助金申請の受付及び事前審査（補助金交付可否地域及び可否物件の確認） 
② 浄化槽設置工事の完了後の事業実績報告書の受理 

③ 補助金申請後の着工前検査 
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④ 中間検査及び完了検査の実施 
⑤ その他必要な業務 

 (21) その他上記に関連する業務 

  ① 上下水道料金システム更新及び改修に伴う支援業務 

  ② 甑島区域の上下水道料金システム操作及び運用の助言 

 
６ 業務状況報告について 

事業者は、業務の概略を記した業務日報を提出しなければならない。業務の執行状況及び

帳簿並びにその他の事項については、定期的に本市へ報告するものとし、急を要する事項に

ついては、速やかに行うものとする。 

 
７ 事務引継ぎについて 

事業者は、本業務の契約期間が満了するときは、本市が指定する期日までに、又は契約を

解除されたときは、速やかに本業務に関する一切の事務を本市又は本市が指定する者に本業

務に支障が生じないよう引き継がなければならない。 
 
８ 業務水準 

⑴ 事業者は、上下水道・温泉事業等の使用者の負担の公平性を確保するとともに、本市の

上下水道・温泉経営安定化のため、収納業務における収納率に関し、目標数値として本市

の令和６年度の各事業別決算数値〔水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業（本土

区域）、地域下水処理事業（本土区域）、温泉給湯事業〕を上回るように努めなければなら

ない。 
 

    ※収納率 ：当該年度の期末における当該年度に調定された料金等、負担金等の額及

び前年度分以前の未収額の期末における調定から不納欠損額を控除した

額をそれぞれ分母とし、当該年度中に収入したそれぞれの金額を分子とし

て得られた数値を、パーセント表示において小数点以下第３位を四捨五入

し、小数点第２位まで算出して得られる数値 
 

⑵ 収納率が目標数値を下回るおそれがあると本市が認める場合は、事業者は、収納率の向

上を図るための方策を実行しなければならない。 
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別紙１ 
経費の負担について 

 
○事業者が負担する経費 

 
区   分 内     容 

賃借料 コピー機、シュレッダー 
被服費 業務責任者及び業務従事者の被服、名札等 
消耗品費 上下水道料金システムに付随する消耗品 

閉栓キャップ等給水停止用具及び解除キー 
コピー用紙（停水予告通知、開栓等申請書、閉栓申
請書含む） 
預り金領収印 
住宅地図 
コピーカウンター料 
プリンタートナー代（本業務使用分を含む） 
その他業務に必要な消耗品費 

通信運搬費 事業者が設置した固定電話及び事業者の携帯電話

等（本市が負担するものを除く。） 
車両費 業務に必要な車両等に係る経費 
その他 業務に必要な経費 

 
○本市が負担する経費 

    区   分 内     容 

執務室 維持管理費、光熱水費、セキュリティ、清掃、消防

機器等 

電算システム関連経費 
上下水道料金システム端末及び周辺機器経費 
ハンディーターミナル（検針用）及び周辺機器経費 
セキュリティ、保守管理 

通信運搬費 お客様への連絡用電話料等（事業者が設置した固定

電話及び事業者の携帯電話を除く。） 

郵送料 
納入通知書、督促状、還付通知、口座不能通知、漏

水減免通知、停水予告通知、納入証明書等を送付す

るための郵便料、返信用切手 

収納手数料 窓口収納手数料、口座振替手数料、郵便振替手数料、

コンビニ収納委託手数料等 

印刷製本費 

納入通知書（圧着式共通はがき）、納付書兼領収書、

督促状、口座不能通知書、納入通知書（集金用）、

上水道料金払込書、 
窓あき封筒（大・小）、水道使用料のお知らせ、 
収納日計表、現金領収帳、新規給水申込書、返信用

封筒、広報チラシ等 
その他 本市が必要と認める費用 
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別紙２  
 

貸与品一覧表 
 

貸与品名 数量 
デスクトップパソコン ２ 
ノートパソコン 受託人数分 
プリンター ３ 
ハンディーターミナル ４４ 
ＯＣＲ機器 １ 
紙折り機 １ 
スキャナー １ 
机   

 
 必要に応じて貸与可

能。 
 ただし、返却する際は

現状のまま若しくは同

等品を返却するものと

する。 

電話機（固定） 
キャビネット 
カウンター 
パソコン台 
プリンター台 
メールシーラー 

   ※ ノートパソコンについては、受託人数によっては、台数を本市と事業者で 
協議し調整することもある。 
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別紙３の① 料金、負担金系 
業務日程表 

 
項   目 実 施 日 備   考 

検針 毎月１日～８日 
地区により偶数月・奇数月

指定あり 
温泉給湯事業は毎月検針 

再検針 毎月９日～１４日 数日前後の場合有 

排除汚水量申告の受付 随時  

納入通知書発行 毎月１５日 数日前後の場合有 

下水道使用料のお知らせ発送 毎月１５日 数日前後の場合有 

調定収入額月報 翌月７日迄  

納入通知書納入期限 検針月末日  

口座振替データ抽出 納付書発行の翌日 休日の場合翌営業日 

口座振替日 毎月２５日 休日の場合は翌営業日 

口座振替データ消込 振替日翌営業日後 本市行政経営課で処理、日

程調整を要す 

口座振替不能通知書発行 振替日３営業日後  

督促状発行 毎月１９日 休日の場合は前営業日 

督促状納入期限 毎月末日  

停水予告通知発行 検針２箇月後の１０日 数日前後の場合有 

滞納整理表作成 検針２箇月後の１０日 数日前後の場合有 

停水予告通知納入期限 検針２箇月後の２０日 数日前後の場合有 

停水処分実施通知発行 検針３箇月後の１０日～２５日 数日前後の場合有 

給水停止台帳の作成 検針３箇月後の２５日 数日前後の場合有 

停水処分通知書発行・停水処分 検針３箇月後の２５日～２８日 数日前後の場合有 
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別紙３の② 水道施設系 
業務日程表 

 
項  目 実 施 日 備  考 

給水・温泉受給装置工事申請

受付 
随時  

納入通知書作成 受付後随時  
申請入力 随時  
収納 随時  
給水工事取出検査 随時 検査予定日の前日午前中受付 
竣工検査 随時 検査予定日の前日午前中受付 
竣工検査入力 検査終了後随時  
工事用料金精算 検査終了後随時  
工事用還付金資料作成、不足

金納付書作成 
検査終了後随時  

給水申請台帳管理 検査終了後随時  
水道開始届の上下水道料金

システム入力処理 
検査終了後随時  
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別紙３の③ 下水道施設系 

業務日程表 

排水設備工事計画（変更）確認申請の受付業務 

項  目 実施時期 備  考 

排水設備等計画（変更）確認申請書受付 随時  

申請内容をパソコンに入力 随時  

確認通知書作成 決裁後随時  

工事完了届の受付 随時  

竣工検査日時の連絡 随時 竣工検査前日午前中までに電話

連絡及び書類提出 

竣工検査 随時  

排水設備等計画（変更）確認申請書回覧 検査後  

水洗化年月等をパソコンに入力 決裁後随時  

検査済証の交付 検査時  

下水道受付台帳に入力 決裁後随時  

排水設備等計画（変更）確認申請書台帳管理 決裁後随時  

下水道開始届の上下水道料金システム等入力

処理 

決裁後随時  

排水設備工事台帳整理 決裁後随時  

 

浄化槽設置届出書・浄化槽審査書に関する業務 

項  目 実施時期 備  考 

浄化槽設置届出書・浄化槽審査書受付 随時  

関係課回覧 受付後  

薩摩川内市経由確認書・事務連絡票作成 受付時  

経由確認書・事務連絡票の発行 受付時  

浄化槽設置届出書・浄化槽審査書管理（年度

別綴りへ） 

台帳入力後  

浄化槽維持管理記録処理 受付後 川薩保健所から送付 

浄化槽台帳の更新 決裁後  

浄化槽設置位置の地図確認 更新後  

 

小型合併浄化槽設置整備事業補助金申請に関する業務 

項  目 実施時期 備  考 

浄化槽補助金申請書受付 随時  

浄化槽補助金交付決定通知書の交付 決裁後 交付決定通知後、随時工事着手 

浄化槽着工前検査 随時  

浄化槽設置立会（中間検査） 随時  

実績報告書の受付 工事完了後  

浄化槽工事完了検査 随時  

浄化槽補助金交付 決裁後  

浄化槽補助金交付請求書の受付 随時  

申請書管理（年度別） 随時  
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別紙４の① 料金等、負担金等及びメーター管理系 
 

年間予定件数（令和６年度業務実績） 
                    

１ 受付業務 
⑴  窓口（料金、検針、異動等、ほか現地対応）   ６，７６４件 
⑵  電話（料金、検針、異動等）         ２１，０４０件 
⑶  異動処理（新設、開閉栓、その他）      １２，２５１件 
⑷  料金等収納                  ９，０７２件 
⑸  納付証明書発行                   ９０件 

 
２ 検針業務 

⑴  検針                   ２８１，７２８件 
⑵  異常水量に伴う再検針及び調査         ２，６３６件 
⑶  無届使用処理                   ６５２件 
⑷  苦情処理                     ４１９件 
⑸  検針票の郵送                 １，８４２件 

 
３ 開閉栓業務 

⑴  開栓                     ２，４６９件 
⑵  閉栓                     ４，１８８件 
⑶  料金等収納                     １５件 
⑷  メーター撤去                   ４４９件 
⑸  異常メーター取替                   ５件 

 
４ 調定業務 

⑴  調定作成                 ２９７，０５１件 
⑵  調定更正                     ２０５件 
⑶  還付調定                     ２１１件 

 
５ 収納業務 

⑴  納付書発送                 ６２，３３７件 
⑵  収納件数 

 金融機関等納付分              ２３，８９９件 
    コンビニ納付分               ４９，６８３件 

滞納整理収納分                １，７７４件 
集金による収納分               １，７０１件 

    口座振替分                ２５１，９０４件 
⑶  口座振替情報入力               ２，１２９件 

 
６ 滞納整理業務 

⑴  督促状発送                 １４，４３３件 
⑵  停水予告通知送付               ６，９３４件 
⑶  停水処分実施通知配布               ６７２件 
⑷  停水処分通知配布（停水処分）           ２０８件 
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⑸  停水処分解除                             ３７件 
⑹  給水停止情報の入力                        ２０８件 
⑺  郵便返戻分調査                          ３９１件 

 
７ 負担金業務 

⑴  新規賦課対象地 公共３６件、農集３件                 ３９件 
 
８ 検定満期メーター交換情報管理業務（７年交換） 

⑴  取替予定件数           令和８年度～令和１２年度  約３１，１００件 
                     年間平均     約６，２００件 

⑵  取替予定件数（井戸メーター分）令和８年度～令和１２年度  約１７０件 
                     年間平均        約３０件 

 
９ 令和６年度の収納率 

事 業 名 収納率 事 業 名 収納率 

水道事業 97.43％ 農業集落排水事業（本土区域） 96.08％ 

温泉給湯事業 97.42％ 地域下水処理事業（本土区域） 98.96％ 

公共下水道事業 97.86％   
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別紙４の② 水道給水施設、下水排水処理施設系 
 

年間予定件数（令和６年度業務実績） 
       
 
１ 給水装置工事申請受付業務 

⑴  給水装置工事申請書                 ４４４件 
                   うち新規申込み   ２７２件 
                   うち改造・撤去    １７１件 
 
２ 給水装置工事申請に伴う占用協議書受付業務 

⑴  道路占用協議申請書                ２２３件 
 

３ 指定給水装置工事事業者の指定申請受付業務 

⑴  新規申請書                     ０件 

⑵  変更申請書                     ０件 

⑶  更新申請書                     ０件 

４ 排水設備工事等計画（変更）確認申請受付業務 

⑴  新規（変更）申請書                ４６件 

  

５ 排水指定工事店・排水責任技術者申請受付に関する業務 

⑴  新規申請書                     ０件 

⑵  変更申請書                     ７件 

⑶  更新申請書  ※令和９年度更新予定       １３１件 

 

６ 下水道接続推進業務 

⑴ 下水道区域内未接続件数            ２，０２０件 

 

７ 浄化槽設置届出書受付業務 

⑴  届出書数                      ８３件 

 

８ 浄化槽補助金申請に関する業務 

⑴  申請書数                    ２４７件 

 
９ 下水道接続推進に関する業務 

⑴  公共下水道等接続補助金申請件数           ６件 

 
10 排水設備完了検査に係る準備及び検査支援件数       ４７件 


